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資料２ 



● 平成25年度小児等在宅医療連携拠点事業 
   実施都道府県 

○ 埼玉県   ○ 長野県   ○ 東京都 

○ 千葉県   ○ 群馬県   ○ 岡山県       

○ 三重県   ○ 長崎県 

 

● 平成25年度小児在宅医療拠点病院事業 

  評価事業実施機関 

○ 国立成育医療研究センター 
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小児等在宅医療連携拠点事業 

• 小児等在宅医療連携拠点事業（以下、「拠点
事業」とする）は、小児患者数、小児医療や福
祉資源の整備状況、地理的特性等の背景が
異なる８か所の都道府県が、地域の実情に
合わせて在宅医療を支える体制を効果的に
構築し、全国展開のモデルになることを目指
すものである。 

• 地域の小児在宅医療患者の現状を把握し、
小児の特性を踏まえた医療と福祉の連携体
制の整備を各地域の行政が支えるシステム
の構築 
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平成25年度小児在宅医療拠点病院
事業評価事業 

• 国立成育医療研究センターは、拠点事業の
進捗管理及び支援を行い、事業終了にあ
たっては、小児等在宅医療が推進され、全国
展開が可能となるよう提言を行う。 
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平成25年度小児等在宅医療連携拠点事業の
“評価” 

1. 各小児等在宅医療連携拠点事業者の進捗状
況の把握 

2. 各小児等在宅医療連携拠点事業者への技術
的支援 

3. 進捗報告会の開催（中間報告会、最終報告会） 

4. 定期的な進捗報告会の開催の事務及び事業を
通じた課題の把握や効果の評価 

5. 全国展開する上での提言や、参考となる資料
の取りまとめ 
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小児等在宅医療連携拠点事業 
評価事業の全体構成 

本日の説明内容 

１ 実施体制、スケジュール等 

２ 事業に関する評価及び提言とりまとめ等 
① ６つのタスクに関連する評価指標 

② 症例および実践から導き出される小児在宅医療
における課題の抽出 

③ 小児在宅連携支援モデルの提示 

④ 小児在宅医療の推進に向けた短期的、中期的、
長期的取り組みの提言 
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小児等在宅医療連携拠点事業 
評価事業の全体構成 

１ 実施体制、スケジュール等 

 

２ 事業に関する評価及び提言とりまとめ等 
① ６つのタスクに関連する評価指標 

② 症例および実践から導き出される小児在宅医療
における課題の抽出 

③ 小児在宅連携支援モデルの提示 

④ 小児在宅医療の推進に向けた短期的、中期的、
長期的取り組みの提言 
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国立成育医療研究センター 理事長・総長 

病院長 

副院長 

本事業の組織図 

臓器移植センター 

総合診療部 

器官病態系内科部 

生体防御系内科部 

臓器・運動器病態外科部 

感覚器・形態外科部 

こころの診療部 

手術・集中治療部 

周産期センター 

母性医療診療部 

放射線診療部 

臨床検査部 

病理診断部 

医療連携・患者支援センター 

教育研修部 

栄養管理部 

子どもの生活安全対策室 

診療管理室 

小児と薬ネットワーク推進室 

薬剤部 

看護部 

人事部 

総務部 

企画経営部 

財務経理部 

注）＊１：担当部門 
   ＊２：協力チーム 
   ＊３：経理担当部門 

＊２ 

＊２ 

＊２ 

＊２ 

＊２ 

＊１ 

＊3 

＊3 ＊２ 

＊２ 
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総長、病院長の指揮のもと、病院の医療連携・患者支援センターに「在宅医療推進室」を設置し、 
医療連携・患者支援センター、各診療部門等の多職種による組織横断的なチームによって、支援を行う。 

国立成育医療研究センター 五十嵐 隆 理事長・総長 

松井 陽病院長 

医療連携・患者支援センター 

医師（責任者）    中村知夫 
看護師又はＭＳＷ  １名 
事務担当者      ２名 

   
総合診療部                                 医師 
医療連携・患者支援センター                     医師 

手術・集中治療部               医師 
器官病態系内科部 神経内科    医師 
臓器・運動器病態外科部 リハビリテーション科    医師 
医療連携・患者支援センター             看護師・ＭＳＷ 
薬剤部                       薬剤師 
看護部                       看護師                                     
                        臨床工学技士 

オブザーバー    外部研究者 

組織横断的な支援チーム  

本事業の実施体制 

副院長 

在宅医療推進室 
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支援 

○ HPに本事業に関する各都道府県の活動状況、
報告内容を共有できる環境の整備 

○ 情報交換のためのメイリングリストの作成 

○ 希望に応じ相互視察の調整などを通じて、情報、
問題共有 

○ 小児在宅医療に関する情報の提供 

○ 評価内容等の問い合わせ（成育および厚労省） 
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事業全体スケジュール 
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8月16日までのお願い 

• 各都道府県の最終計画書、事業のタイムスケ
ジュ－ル 

• メイリングリスト作成のため：都道府県と事業者
の住所、所属、肩書き、担当者名、電話番号、
ファックス、メイルアドレス 

• 8-10月に視察を希望する都道府県、希望理由と
目的、得たい情報、意見交換したい内容を 

国立成育医療研究センタ－ 長田裕子 

osada-yu@ncchd.go.jp までお送り下さい。 
12 
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年間スケジュール 
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地域特性把握のための基礎デ－タの提出 
(8月末まで） 

ａ）基本的な人口等のデータ 

・ 都道府県の面積、人口構成（特に、18歳までの各小児

年齢人口構成）、地域の特徴、小児在宅患者が使用可
能な交通手段等 

・ 医療機関（病院、診療所）、訪問看護事業所、歯科、 
薬局、福祉機関、教育機関の数と分布 

・ 事業対象地域の範囲（都道府県全域か、または一部の
地域か、その選定理由等）と、その他の都道府県全域
での二次医療圏・障害者福祉圏との関係性 
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ｂ）支援対象患者に関する 
定性的・定量的データの提示 

(8月末まで） 

要支援患者の人数、年齢構成、状態等に関する 

データ（データの有無、内容及び入手・把握方法、 

データ元：医療、福祉、教育） 

（活用可能な既存統計） 

・患者調査 

・レセプトデータ（社会医療診療行為別調査等） 

（その他） 

・身体障害者手帳、療育手帳所得者数 
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小児在宅医療に関わる資源デ－タ提出
（10月末まで） 

・ 各都道府県および今回の事業対象地域の範囲に
おける小児在宅医療を支援する医療（病院、重心施
設、在宅療養支援病院、診療所、歯科、薬局、訪問
看護）、訪問介護、放課後デイ、児童発達支援セン
ター・事業所などの福祉機関、教育、相談支援等の
機関・施設等のリストアップ 

・ 各都道府県および今回の事業対象地域の範囲に
おける相談支援専門員の数、配置状況 

・ 上記機関・施設等をマップ上に示し、小児在宅医療
における関わりの深さ（重要度）をマ－クや色分け
等で示すとともに、最終報告時に本事業で新たに開
拓・連携した機関等を明記 
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各地域の小児在宅医療等の実施体制の 
実態把握 のためのデ－タ提出（10月末まで） 

• 在宅医療のニーズを把握する観点から、 

 ・病院に長期入院している患者で自宅への退院の適
応がある患者 

 ・通院治療を受けているが、訪問診療の導入が適切
であると考えられる患者 

 ・在宅医療を受けている患者 

等を把握し、地域の課題分析等に活用するとともに、
データとデータ抽出方法を提出する。 
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これまでの取組の報告 
 （10月末まで） 

○ 事業開始前までに行っていた取組 

○ 事業開始前までのデータの分析や連携会議
により抽出されていた課題 

○ 事業開始時のこれらの課題の解決に向けた
取組方策と設定した目標 

○ それらの中間報告時までの取組の進捗状況 
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小児在宅支援連携モデルの提示 
 （10月末まで） 

○ 特に医療と福祉の連携、相談支援、コーデ
ィネ－トについて留意し、この事業終了までに
構築予定の連携のイメージ図について提示し
ていただく。 

○ また、この時点までにどこまでの連携が構
築されたかも記載していただく。 

○ 現時点での連携図には、今回の事業対象
地域と、全都道府県を対象として広げた際の
、実際の機関名や、具体的な連携のために
行った取組も記載する。 
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訪問看護、訪問リハビリ、 
訪問薬剤指導等 

（地域の訪問看護事業所等） 

特別支援学校 

短期入所 

障害者相談支援 

通園施設 

退院 

保健所 
福祉事務所 
行政 

重度訪問介護 

救急病院 
地域医療支援病院 

転院 
検査・入院等 
（地域の病院） 

緊急入院の保障、 
技術的支援 

訪問診療 
（診療所等） 

平成25年度小児等在宅医療連携拠点事業の目指すイメージ 

地域の医療・福祉関係者が顔の見える関係でつながり、 
関係者の連携によって問題が解決できることを目指す。 
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制作時の注意点 

• イミ－ジ図を各地域の実情、今回の事業に合
ったものに改変してください 

• その上で、各都道府県で制作したイメ－ジ図
に沿って、各施設及び各施設間レベルで連
携した内容（ 24時間対応体制、退院時共同
カンファ、統一様式等）を、施設名、連携方法
や内容を図内記入または別途記載してくださ
い。 
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今後の予定・お願い 

○ 本事業の実施状況の情報公開(随時） 

 ・ 今後成育医療研究センタ－HPで進捗状況を 
公表するため、各各都道府県での進捗状況が 
分かる現場の写真などを定期的に送りいただく。 

○ 事業実施都道府県への訪問  

 ・ 各事業指定都道府県での情報交換を目的とし
て、進捗状況の見学時に、他の事業指定都道府
県から見学希望を募る予定。 

  → 参加及び受け入れにご協力をお願いします。 
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○ 事業実施都道府県への相互視察後 

• 視察目的、共有した情報、問題、解決された
問題、未解決の問題などの成果についての
報告書の提出をお願いします。 

• 成育がその内容HP上へ掲載いたします。 
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小児等在宅医療連携拠点事業 
評価事業の全体構成 

１ 実施体制、スケジュール等 

 

２ 事業に関する評価及び提言とりまとめ等 
① ６つのタスクごとの取組内容と成果を報告 

② 症例および実践から導き出される小児在宅医療
における課題の抽出 

③ 小児在宅連携支援モデルの提示 

④ 小児在宅医療の推進に向けた短期的、中期的、
長期的取り組みの提言 
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① 各タスクごとの取組内容と成果を報告 
（中間、最終報告時） 

① 行政、地域の医療・福祉関係者などによる協議の
場の定期的開催、連携上の課題の抽出と対応方針
の策定。 

② 地域の医療・福祉資源を把握し活用 

③ 小児等の在宅医療の受け入れが可能な医療機関
・訪問看護事業所数の拡大とネットワークの構築 

④ 医療と福祉の連携の促進 

⑤ 小児等の患者・家族に対して個々のニーズに応じ
た支援の実施 

⑥ 小児の在宅医療などに関する理解の促進や負担
の軽減を図るため取り組みの実施 41 



② 症例及び支援の実践から導き出せる小児在宅医療における
課題の抽出 

（個々のニーズに応じた支援の実施） 
中間報告会時 

○“上手くいった”と考えられる小児在宅医療症例（でき
れば人工呼吸症例と非人工呼吸症例）と、“上手くい
かなかった”症例を各都道府県と事業者が共同して
提示していただく。  

○これらの症例における、特に鍵となる医療と福祉の
連携に焦点を当てて小児在宅医療を支援する医療（
病院、重心施設、在宅療養支援病院、診療所、歯科
、薬局、訪問看護）、訪問介護、放課後デイ、児童発
達支援センター・事業所などの福祉機関、教育、相
談支援等関わりを提示し、在宅移行に向けた支援の
評価・分析をしていただく。 
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③ 小児在宅支援連携モデルの提示 
最終報告時 

○ 特に医療と福祉の連携、相談支援、コーデ
ィネ－トについて留意し、この事業終了までに
構築予定の連携のイメージ図について提示し
ていただく。 

○ 実際、この事業終了までに構築できた連携
を記載していただく。 

○ 連携図には、今回の事業対象地域と、全都
道府県を対象として広げた際の、新たに開発
できた機関名や、連携を具体的に記載してい
ただく。 
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訪問看護、訪問リハビリ、 
訪問薬剤指導等 

（地域の訪問看護事業所等） 

特別支援学校 

短期入所 

障害者相談支援 

通園施設 

退院 

保健所 
福祉事務所 
行政 

重度訪問介護 

救急病院 
地域医療支援病院 

転院 
検査・入院等 
（地域の病院） 

緊急入院の保障、 
技術的支援 

訪問診療 
（診療所等） 

平成25年度小児等在宅医療連携拠点事業の目指すイメージ 

地域の医療・福祉関係者が顔の見える関係でつながり、 
関係者の連携によって問題が解決できることを目指す。 
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④ 小児在宅医療の推進に向けた短期的、 
中期的、長期的取り組みの提言 

最終報告時 

○ 今回の事業や、今までの小児在宅医療の実績を踏
まえ、各事業指定都道府県から、今後より良い小児在
宅医療システムを構築・普及し、安定的な運用を行う
上で必要なこと、改善すべき点について、ハ－ドウエア
、制度、財源、人的資源、その他の観点から提言して
いただく。 

○ 事業評価者である成育医療研究センタ－が、それら
を、より普遍的なものになるよう整理し、最終的な提言
としてとりまとめる。 
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ご協力よろしくお願い致します 

問合せ先 

事務：長田裕子 

osada-yu@ncchd.go.jp 

03-5494-7120 (内線 7355) 

医師（責任者）：中村知夫  

nakamura-t@ncchd.go.jp 

 03-5494-7120 (内線 7059) 
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